予算要求資料
平成２６年度３月補正予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　
	事業名　新　地方産業支援機器整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3099）

E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　　　　　　　 90,000千円（現計予算額：     0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	90,000
	87,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,700

	決定額
	90,000
	87,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,700


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・金属・刃物、繊維・衣服、紙、陶磁器、木工・家具などの地域産業分野で活躍している県内中小企業は、海外を含めた他地域の生産力・技術力の向上に伴い、現有しているモノづくり技術の優位性の確保に苦慮しており、地域産業全体でみると活力は低下傾向にある。
・これらの産業において、多くは下請企業であり、コストダウンや品質安定化、新技術対応などの取引先からの要求に応じざるを得ない状況である。
・しかし、多くの県内中小企業は、資金面で余力がなく、直接利益に繋がらない技術開発や品質管理・クレーム対策のための投資が行えず、新規受注や販路拡大に大きな障害となっている。
・特に中小企業の技術開発や信頼性向上のための機器・設備は高価であり、中小企業1社では購入できない。

・中小企業の身近な研究室、分析室である試験研究機関は、依頼試験、開放機器利用などを通じ、中小企業の共用機器利用の場としての役割を担っているが、試験研究機器の老朽化が顕在化してきており、関連企業からは最新機種とするなど、ニーズに合わせた機器を導入することが求められている。
（２）事業内容

・県内中小企業ニーズに応じて、新たな技術開発を推進するための機器、品質管理、クレーム処理を支援するための機器など、中小企業の競争力強化に必要とされる機器・設備等を試験研究機関に整備する。

・今回、整備する機器を活用し、依頼試験、開放機器利用、技術相談等により、中小企業の技術開発、品質評価などの課題を解決して、地域のモノづくり技術を再生し、企業の活性化を図ることにより地方創生を目指す。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域住民生活等緊急支援のための交付金（地方創生先行型）を充当。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	90,000
	地域産業支援機器の購入

	合計
	90,000
	


	　決定額の考え方　



事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	試験研究機関へ機器・設備を整備し、依頼試験や開放機器利用、技術相談等の県内中小企業への支援による試験研究機関利用の拡大を図り、県内中小企業のモノづくり技術の再生を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	機器利用の推進

※機器合計利用件数
	－
	－

（H23）
	－

（H24）
	－
（H26）
	1,700
（H31）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成26年度の取組）

	


（平成26年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	国が進めるアベノミクスにより、大手企業中心に景気回復の兆しが見えつつあるが、地方企業には未だ効果が現れていない。地方創生の基盤となる企業活動の活性化を図るため、試験研究機関への機器整備による県内中小企業の技術開発や品質管理などへの技術対応能力の向上を目的とした本事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	今後も県内中小企業ニーズを踏まえ、中小企業の競争力強化に必要とされる機器・設備等を試験研究機関に整備していく必要がある。



（次年度の方向性）
	依頼試験や開放機器利用、技術相談等に今回導入された機器の活用を図るため、試験研究機関を通じて広報を行い、地域のモノづくり技術を支援する。


